
４．就業支援に関する施策等 

（職業訓練） 
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地方公共団体指定の講座修了後
に受講費用の２０％を支給（上限１
０万円）  

※働いていないひとも含む 
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雇 用 保 険 加 入 者 
厚生労働大臣指定の講座修了後
に受講費用の２０％を支給（上限
１０万円） 
※離職後１年以内の者も対象。 

教育訓練給付 

自立支援教育訓練給付金 

公共職業訓練等の全期間中支給 

 日額：１，８６４～７，８９０円 

雇用保険の基本手当 

 

職業訓練の全期間中支給 

 日額：３，５３０～４，３１０円 

 ※他に通所手当等あり。 

訓練手当（職業転換給付金） 

 

２年以上養成機関で修学す
る場合に、修業期間の全期
間について生活費を支給。 

 月額：100,000円 
 （市町村民税非課税世帯の場合） 
 （平成23年度までの入学者は月額:  
141,000円） 

 

＜対象資格＞ 

都道府県等の長が地域の実情に
応じて定めるもの 

（例）看護師、理学療法士、作業療
法士 等 

高等技能訓練促進費 

 

 

 

無利子で貸付（保証人有り） 
 

生活資金： 
 月額：141,000円 

 貸付期間：5年以内 

 償還期限：20年以内 

 

技能修得資金： 
 月額68,000円 

 貸付期間：5年以内 

 償還期限：20年以内 
 

職業訓練メニュー 

求職者支援訓練等の受講期間中
の受講手当（月１０万円）と通所手
当（通所経路に応じた所定額）を
支給 

 ※一定の要件あり。 

職業訓練受講給付金 

（加入歴３年未満の者） 

働いているひと 

働いていないひと 

訓練受講を支援する施策 母子家庭の母 

母子家庭の母の特別対策 

母子寡婦福祉貸付金 

雇用保険非加入者 
（週２０時間未満の短時間労働者など） 

雇用保険受給資格者（離職者など） 

雇用保険受給資格者以外 

（専業主婦だった者など） 



 母子家庭の母等の職業能力を開発し、就職を支援するため、訓練の受講を希望し、本人の職業能力・求職条件等から
受講の必要性が高い者に対し無料の公共職業訓練の受講をあっせんしてきたところ。 
 なお、雇用保険受給資格者以外の母子家庭の母が公共職業安定所長の指示により公共職業訓練を受講する場合には、
雇用対策法に基づき、訓練手当が支給される。 

公共職業訓練の実施 

  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

受給件数 1,023件  1,011件    1,021件   970件 837件 677件 

雇用対策法に基づく訓練手当の支給人数 
（雇用保険受給資格者以外の母子家庭の母が公共職業安定所長の指示により公共職業訓練を受講する場合） 
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 母子家庭の母の主体的な能力開発の取組を支援し、母子家庭の自立を促進するため、平成１５年度から、雇用保険の教育訓練
給付の受給資格のない母子家庭の母が、教育訓練講座を受講し、修了した場合に、その経費の一部（受講料の２割相当額（４千
円を超える場合。上限１０万円））を支給する自立支援教育訓練給付事業を実施している。 
 実施主体は、地方公共団体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村）であり、対象となる教育訓練講座は、雇用保険制度の教
育訓練給付の指定講座に加え、都道府県等の長が地域の実情に応じて定めることができることになっている。 

自立支援教育訓練給付金事業の実施状況 

  都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計 

平成１５年度 35か所(74.5%) 1か所(7.7%) 6か所(17.1%) 116か所(17.6%) 158か所(21.0%) 

平成１６年度 45か所(95.7%) 7か所(53.8%) 24か所(68.6%) 251か所(36.0%) 327か所(41.2%) 

平成１７年度 47か所(100.0%) 14か所(100.0%) 32か所(86.5%) 346か所(44.3%) 439か所(49.9%%) 

平成１８年度 47か所(100.0%) 15か所(100.0%) 33か所(89.2%) 525か所(69.0%) 620か所(72.1%) 

平成１９年度 47か所(100.0%) 17か所(100.0%) 33か所(94.3%) 613か所(79.8%) 710か所(81.9%) 

平成２０年度 47か所(100.0%) 17か所(100.0%) 38か所(97.4%) 672か所(87.3%) 774か所(88.7%) 

平成２１年度 47か所(100.0%) 18か所(100.0%) 40か所(97.6%) 690か所(88.8%) 795か所(90.0%) 

平成２２年度 47か所(100.0%) 1９か所(100.0%) 40か所(100.0%) 694か所(88.9%) 800か所(90.2%) 

平成２３年度 47か所(100.0%) 1９か所(100.0%) 41か所(100.0%) 696か所(88.7%) 803か所(90.0%) 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 

（注）数字はか所数、（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。 
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自立支援教育訓練給付金事業 



＜支給実績等＞ 

  事前相談件数 受講開始件数 支給件数 

平成１５年度 1,569件 483件 186件 

平成１６年度 6,001件 3,129件 2,032件 

平成１７年度 7,203件 4,156件 3,389件 

平成１８年度 6,557件 3,696件 3,229件 

平成１９年度 6,093件 3,148件 2,869件 

平成２０年度 4,891件 2,237件 1,806件 

平成２１年度 5,145件 2,463件 2,145件 

平成２２年度 4,052件 1,830件 1,537件 

平成２３年度 3,613件 1,571件 1,159件 

＜就業実績＞ 

  総数 
  

常勤 非常勤・パート 自営業・その他 

平成１５年度     89件   27件    57件     5件 

平成１６年度    938件 278件   565件   95件 

平成１７年度 1,810件 624件 1,034件 152件 

平成１８年度 1,857件 749件   980件 128件 

平成１９年度 1,862件 674件  1,012件 176件 

平成２０年度 1,096件 347件   615件 134件 

平成２１年度 1,282件 358件  750件 174件 

平成２２年度 880件 315件  538件  27件 

平成２３年度 682件 242件   416件   24件 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 27 

自立支援教育訓練給付金事業の実績 



  母子家庭の母が看護師等の経済的な自立に効果的な資格の取得により児童扶養手当から早期脱却することを支援するため、平
成15年度から、養成機関で２年以上修学する場合に、 高等技能訓練促進費を支給する事業を実施している。 
 実施主体は、都道府県、市、福祉事務所設置町村であり、対象となる資格については、都道府県等の長が地域の実情に応じて
定めることになっている。 
 なお、高等技能訓練促進費の支給期間については、平成２１年２月から、それまでの「修学期間の最後の１／３の期間（上限
１２月）」から「修学期間の後半の１／２（上限１８月）」に延長され、さらに、平成２１年６月から、支給額を引き上げると
ともに、平成２３年度末までに修学を開始した者については、支給期間を修学期間の全期間に延長する措置を行った。 
 また、平成23年度第4次補正予算により、平成24年度入学者について、修業全期間（上限３年）を支給対象とする措置を継続
した。 

高等技能訓練促進費等事業 

高等技能訓練促進費等事業の実施状況 

  都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計 

平成１５年度 29か所(61.7%) 1か所(7.7%) 6か所(17.1%) 91か所(13.8%) 127か所(16.9%) 

平成１６年度 37か所(78.7%) 5か所(38.5%) 24か所(68.6%) 186か所(26.6%) 252か所(31.8%) 

平成１７年度 40か所(85.1%) 11か所(78.6%) 29か所(78.4%) 265か所(33.9%) 345か所(39.2%) 

平成１８年度 42か所(89.4%) 14か所(93.3%) 29か所(78.4%) 376か所(49.4%) 461か所(53.6%) 

平成１９年度 45か所(95.7%) 17か所(100.0%) 29か所(82.9%) 455か所(59.2%) 546か所(63.0%) 

平成２０年度 46か所(97.9%) 17か所(100.0%) 34か所(87.2%) 552か所(71.7%) 649か所(74.3%) 

平成２１年度 46か所(97.9%) 18か所(100.0%) 40か所(97.6%) 618か所(79.5%) 722か所(81.8%) 

平成２２年度  47か所(100.0%) 19か所(100.0%) 39か所(97.5%) 670か所(85.8%) 775か所(87.4%) 

平成２３年度  47か所(100.0%) 19か所(100.0%) 40か所(97.6%) 700か所(89.2%) 806か所(90.4%) 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ   （注）数字はか所数、（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。 
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＜支給実績等＞ 

  支給件数 資格取得者件数 

平成１７年度 755件 709件 

平成１８年度 993件 873件 

平成１９年度 1,357件 1,264件 

平成２０年度 2,099件 1,544件 

平成２１年度 5,230件 1,590件 

平成２２年度 7,969件 2,114件 

平成２３年度 10,287件 3,016件 

＜就業実績＞ 

  

  
総数 

  

常勤 非常勤・パート 自営業・その他 

平成１５年度  128件  112件  13件  3件 

平成１６年度  379件  320件  44件 15件 

平成１７年度  607件  515件  69件 23件 

平成１８年度  768件  663件  77件 28件 

平成１９年度 1,071件  874件 161件 36件 

平成２０年度 1,291件 1,054件 182件 55件 

平成２１年度 1,332件 1,124件 162件 46件 

平成２２年度 1,714件 1,519件 177件 18件 

平成２３年度 2,442件 2,129件 280件 33件 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局 
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高等技能訓練促進費等事業の実績 


